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第一 山岳遭難の発生状況

概況 ～全国～

令和元年中、

２，５３１件（前年比－１３０）

２，９３７人（前年比－１９２）

うち死者２６７人（前年比－３１）、行方不明者３２人（前年比－１２）

の山岳遭難が発生した。

いずれも前年より減少はしたものの、過去１０年間の発生状況をみると増加傾向である。

発生件数順位

１ 長野県 ２６５件 １１ 群馬県 ８１件 ２１ 岩手県 ４３件

２ 北海道 ２０２件 １２ 福島県 ８０件 ２２ 大分県 ３５件

３ 山梨県 １６５件 １３ 山形県 ７７件 ２３ 福岡県 ２３件

４ 富山県 １４７件 １４ 三重県 ７４件 ２４ 石川県 ３２件

５ 兵庫県 １２６件 １５ 滋賀県 ６７件 ２４ 京都府 ３２件

６ 新潟県 １０９件 １６ 青森県 ６４件 ２６ 宮崎県 ２７件

７ 東京都 １０６件 １７ 秋田県 ６２件 ２７ 鳥取県 ２６件

８ 神奈川県 １０４件 １８ 栃木県 ５５件 ２８ 宮城県 ２５件

９ 静岡県 ９０件 １９ 埼玉県 ５０件 ２８ 愛知県 ２５件

１０ 岐阜県 ８４件 ２０ 奈良県 ４６件 ３０ 広島県 ２２件
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概況 ～県内～

令和元年中、三重県では、統計が残る昭和５０年以降最多となる

７４件、９６人（うち死者５人、行方不明者１人、負傷者３１人）

の山岳遭難が発生した。

主な特徴としては、

① 「県外居住者」 ～ ５４．２％（５２人）

② 「道迷い」 ～ ５２．１％（５１人）

③ 「６０歳以上」 ～ ４４．８％（４３人）

④ 「登山届未提出」 ～ ７１．６％（５３件）

が挙げられる。

○死亡事案一覧

発生月 山岳名 性別 年代 態様 住所 行為

６月 藤原岳 男性 ４０代 滑落 三重県 トレイルランニング

９月 御在所岳 男性 ４０代 滑落 滋賀県 登山

９月 錫杖ヶ岳 男性 ７０代 滑落 三重県 登山

１０月 安坂山 男性 ６０代 滑落 三重県 登山

１１月 三瀬坂峠 女性 ７０代 病気 三重県 登山

うち負傷者

令 和 元 年 中 74 96 5 1 90 31

平 成 ３ ０ 年 中 51 61 7 0 54 23

前 年 比 +23 +35 -2 +1 +36 +8

令 和 ２ 年 １ ～ ６ 月 25 26 3 1 22 15

令 和 元 年 １ ～ ６ 月 27 36 1 0 35 15

前 年 比 -2 -10 +2 +1 -13 ±0

発生件数
遭　難　者　数　

死者 行方不明者 被救助者
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発生状況詳細①

○ 鈴鹿山系 ～ ４５件（６０．８％）

うち御在所岳 ～ １９件（２５．７％）

○ 松阪の山 ～ ８件（１０．８％）

○ 台高山系 ～ ５件（６．８％） 等

発生状況詳細②

○ 三重県 ～ ４４人

○ 愛知県 ～ ２８人 等

※ 県内居住者よりも県外居住者の割合が多い。

山系別

鈴鹿山脈 松阪の山 台高山脈 養老山地 その他
東紀州の山 度会・多気の山 布引山地 室生山地 伊勢・鳥羽の山

鈴鹿山脈

御在所岳

住居別

三重県 愛知県 大阪府 京都府 奈良県 岐阜県 滋賀県 福島県 東京都 神奈川県 石川県

三重県

愛知県



- 4 -

発生状況詳細③

○ 道迷い ～ ５０人（５２．１％）

○ 滑落・転落 ～ ２２人（２２．９％）

○ 疲労 ～ １２人（１２．５％） 等

発生状況詳細④

○ 下山中 ～ ４６件（６２．２％）

○ 登山中 ～ １５件（２０．３％）

○ その他 ～ １３件（１７．６％）

態様別

道迷い 滑落・転落 疲労 転倒 病気 その他

道迷い

滑落・転落

登り・下り別

登山中 下山中 その他

登山中

下山中
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発生状況詳細⑤

【疲労】【転倒】が多い

【道迷い】が多い

年齢別

10歳未満 10歳代 20歳代 30歳代 40歳代
50歳代 60歳代 70歳代 80歳代 90歳代

７０歳代

６０歳代

１０歳未満 １０歳代 ２０歳代 ３０歳代 ４０歳代 ５０歳代 ６０歳代 ７０歳代 ８０歳代 ９０歳代

遭 難 者 数 2 1 10 13 14 13 20 21 2 0

構 成 率 2.1% 1.0% 10.4% 13.5% 14.6% 13.5% 20.8% 21.9% 2.1% 0.0%
令 和 元 年 中

６０歳以上
態様別

道迷い

疲労

転倒

６０歳未満
態様別

道迷い
疲労・転倒
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発生状況詳細⑥

○ 単独登山 ～ ３１件（４１．９％）

【死亡率：１．５％】

【死亡率：１２．９％】

※複数人での登山と比較

すると非常に高い。

死亡率

死亡 行方不明 負傷 無事

死亡

単独登山

単独・複数別

単独 複数

単独

複数

死亡率

死亡 行方不明 負傷 無事

死亡

複数登山
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発生状況詳細⑦

○ 未提出 ～ ５３件（７１．６％）

○ 提出 ～ ２１件（２８．４％）

もしも、遭難した場合に、捜索

に役立つ情報が記されている。

○ 従来の提出方法

・ 登山ポストへ投函

・ 警察署へ FAX又は郵送
・ 所属の山岳会へ提出

○ 最近の提出方法

・ オンラインで提出

(コンパス・ヤマップ・ヤマレコ)

登山届提出率

提出 未提出

未提出
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発生状況詳細⑧

発生状況詳細⑨

発生月別

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

５月
１１月

性別

男 女

男

女

男 女

遭 難 者 数 59 37

構 成 率 61.5% 38.5%
令 和 元 年 中

令 和 元 年 中 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月
発 生 件 数 1 2 3 2 13 6 3 7 10 9 15 3

遭 難 者 数 2 2 3 2 21 6 4 10 12 9 21 4
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第二 山岳遭難防止対策

広報啓発・安全指導活動

項目 概要

各種広報媒体の活用 遭難事例を分析して得られた情報、遭難防止の

・三重県ホームページ 心得などの情報を掲載

・三重県警察ホームページ

・三重県警察ツイッター

山岳遭難マップの活用
山岳遭難の発生状況を地図上に示し、登山口、

登山用品店、最寄り駅に掲示

山岳遭難防止ポスターの活用
安全登山の心得を示し、登山口、登山用品店、

最寄り駅に掲示

広報紙の発行
交番、駐在所発行の「広報紙」において、山岳

遭難情報、安全登山の心得などの情報を掲載

資料提供
テレビ、ラジオ、新聞などの広報媒体への資料

提供

登山口等における安全指導 登山届の提出の呼び掛け、安全登山の心得など

・山岳パトロール（口頭） を指導

・パトカー（スピーカー）

・ヘリコプター（スピーカー）
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救助訓練・研修（主なもの）

実施月 参加機関（者）訓練・研修場所 内容

４月 名張署 赤目四十八滝 負傷者の搬送、ピックアップ訓練
名張消防
防災航空隊

４月 鈴鹿署 入道ヶ岳 負傷者の搬送、隊員降下訓練
鈴鹿消防 宮指路岳
鈴鹿市

６月 岐阜県警察 岐阜県 岐阜県警察、三重県警察山岳警備隊訓練指導
三重県警察 員等研修会

８月 亀山署 亀山消防本部 ロープワーク、滑落遭難者の引き上げ訓練
亀山消防

１０月 いなべ署員 北海道 警察庁主催全国山岳遭難救助指導者研修会

１０月 警察本部員 富山県 国立登山研修所主催山岳遭難救助研修会

１１月 四日市西署 御在所岳 危険箇所の歩行、滑落遭難者の引き上げ訓練
山岳連盟

１２月 機動隊 伊勢山上 崖の登攀、降下訓練
複数滑落遭難者の引き上げ訓練

１月 四日市西署 御在所岳 負傷者の搬送、ピックアップ訓練
防災航空隊

２月 警察本部 警察学校 三重県山岳遭難救助研修会
警察署 御在所岳 ※警察庁指定広域技能指導官を招へい
消防 講話：山岳遭難救助の現場から
防災航空隊 ～命を守るために～
山岳連盟 訓練：捜索・救助訓練

各警察署における山岳救助訓練３０回（うち、関係機関との合同訓練９回）


